
 深川市では、森林経営管理制度による私有林の適切な管理や森林整備推進のため、森林環境譲与税を活⽤した新たな施策等が重要と
なっている。しかし、森林・林業分野に関する専⾨的知識を有する⾏政職員が不⾜しており、市職員の育成が課題である。

 このため、地域林政アドバイザー制度を活⽤し、体制強化を図るとともに森林環境譲与税を活⽤した森林整備の推進を展開している。

□ 事業内容

深川市（林業専門職員の雇用）地域林政アドバイザー

（被害地造林竣⼯検査） （市有林運営会議）

□ 取組の背景

◇ 基礎データ

※１：「2020農林業センサス」より、※２：「R2国勢調査」より

①令和６年度譲与額：37,962千円 ②私有林⼈⼯林⾯積（※１）：6,463ha

③林野率（※１）：59.4％ ④⼈⼝（※２）：20,039⼈ ⑤林業就業者数（※２）：38⼈

□ ⼯夫・留意した点
• 林務⾏政に精通する市職員が不⾜する中で、森林環境譲与
税を活⽤した新規施策の⽴案や森林経営管理制度の取組を
推進するため、⻑年、道職員として林務⾏政に携わり、森
林・林業分野に明るく他市町村の事例や実態等を把握して
いる⼈材を専⾨職員として雇⽤した。

□ 取組の効果
• 気象害や獣害により植栽⽊の枯損が多く発⽣していること
から、被害復旧に係る新規事業を創設し、９.29haの被害地
造林を実施。

• 意向調査で回答があった森林所有者に対し、林分診断書を
作成し森林施業の提案を2名(5.21ha)に対して実施。

• 森林所有者の負担が⼤きくなっている下刈りに対し、地元
森林組合と連携した上乗せ補助事業を創設し、259.73haの
下刈りに対して⽀援を⾏った。⼈事異動等によって林務⾏政に精通している職員が不⾜する状況が続く

中、森林経営管理制度の開始などにより市町村の役割が⼤きくなった。

森林経営管理制度をはじめとする森林⾏政全般に渡る技術的な指導や、
森林環境譲与税を活⽤した取組に従事する⼈材として専⾨員を雇⽤。
【事業費】 5,254千円（うち譲与税254千円）
【実 績】 〇雇⽤期間 令和6年4⽉1⽇〜令和6年12⽉28⽇

〇業務内容 ・森林経営管理制度に係る事務
・市森林整備計画の策定に係る事務
・市有林の管理及び整備計画
・森林環境譲与税を活⽤した施策の⽴案
・伐採、造林の指導助⾔関係
・森林GISやシステムの管理


